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1 所管事務

(1)機構(令和4年4月1日現在)

財産活用課

資産経営室

理

総務庁舎係・財産管理係

契約検査課

財 部

検査指導室

総務係・工事契約係・物品契約係

収 納

特別滞納整理室

課
税制係・収納係・徴収1係・

徴収2係・徴収3係・徴収4係

資産税課

市民税課

・償却資産係・土地1係・土地2係

家屋1係・家屋2係

法人市民税係・諸税係・個人課税.1係・

個人課税2係・個人課税3係
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(2)職名及び職員数(令和4年4月1日現在)

財産活用

※1

課・室

理

資産経営室

正 9 名

計 9 名

歳入管理

財

契約

職

契約
※2

部

名

長補

察

査

室

塩塚

橋村

氏

小田

名

長

長

契約主幹

収納 言

※3 正 46 名

再 2 名

会 1'7 名

計 65 名

後田

室

徹

総務庁舎係長

財産管理係長

職

勉

健太郎

洋

大田

下野
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名

特別滞納整理室

正 17 名

再 1名

計袷名

長

伸

年博

松本

長補

川上

諸岡

氏

,

総務係長

工事契約係長

物品契約係長

資

敏宏

名

真由美

理佳

産税課

正 50 名

再 2 名

計詑名

木場

久保田

30 名

佐藤

廣津

係

市

軍糧

英治

民税課

正 41 名

会 7 名

計 48 名

文

弘.簡

山本

長

、ι.」、

税制

収§

徴収

徴収

徴収

徴収

長補

職員数

楠本

正・

※1

※2

※3

保

正規職員再・・・'再任用職員会・・・会計年度任用職員
財産活用課正規職員数は、理財部長を含む
契約検査課正規職員数は、契約監察監を含む
収納課正規職員数は、歳入管理監を含む

梅木

大久保

251 名

長

修

哲也

陽平

裕見子

真一

早紀

弘毅

法

正'?12 名

償却資産係長

土地1係長

土地2係長

家屋1係長

家屋 2 係長

桂 法人市民税係長

諸税係長

個人課税1係長

個人課税2係長

個人課税3係長

}ロ

再 9名

右永

会

室
主

長
佐

一
和
弘

純
豊
真

長

長
長

田
内
下

山
山
山

監

記

監

隆

博
一

宣
浩

監

係
係

長
佐

崎
本
野
崎
中

原
高
里
長
宮
田

樹
寛
子

正
幹

崎
石
田

宮
永
牟

長
長
長
長
長
長

係
係
係
係
係
係

課
課

課
名
名
名
名

剛
剛
健
明
絵

哲
千

野
藤
中
久
本

大
近
田
徳
磯

1
2
3
4

2正
再
会
計

長
長
長

32

品

課
物

幸
二
せ
志
明

照
公
と
貴
義

係
係
係

課
名
名
名

場
田
杉
中
中

古
泉
若
田
坂

課
課

治

二

英
賢

検
正
会
計

肪

長
佐

室
名
名
名
名

部

導
 
3
 
3
 
4
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山
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正
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(3)分掌事務

課・室

川

②

③

(4)

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

Ⅱの

a l)

(12)

財産活用課

部の統括に関すること

市有財産の統括に閲すること

普通財産の取得(土地の取得を除く)、管理及び処分に関すること

普通財産の貸付けに関すること

財産区に関すること

市有墓地に関すること

基金【土地開発基金を除く}の管理及び処分に関すること

庁内の管理、取締り及び清掃に関すること

庁舎の維持管理及び職員宿舎の維持補修に関すること
全国市有物件災害共済会及び自動車損害賠償責任保険の契約に関すること

資産経営室に係る予算の経理に関すること

部内事務の連絡調整に関すること

分

資産経営室

掌 事
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公共施設の適正配置に関すること

土地の有効活用に係る企画及び調整に関すること

契約検査課

m 建設工事、建設工事に係る業務委託、製造の請負及び物品の購入に係る入札
及び契約に関すること

②業務委託(建設工事に係るものを除く。)及び物品の賃貸借に係る入札に関す
ること

③建設工事及び建設工事に係る業務委託の業者指名に関すること

圃入札制度の改革に関すること

⑤重要な契約の審査に関すること

⑥経理及び契約事務の監察に関すること

m 経理事務の適正化の進行管理に関すること

⑧入札監視委員会及び総合評価一般競争入札審議会に関すること
⑨検査指導室に係る庶務、予算の経理及び連絡調整に関すること

務

検査指導室

建設工事及び建設工事等に係る業務委託の検査及び指導に関すること
入札及び契約に関する技術的助言に関すること

建設技術の向上に係る指導、調査、研修等に関すること
土木工事に係る設計積算資料に関すること

川
②

m
②
③
圃



課・室

川税務に関する企画及び調整に関すること

②自動車重量譲与税、特別とん譲与税、地方道路譲与税、地方揮発油譲与税、
森林環境譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、
方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、環境性能割交付金及び法人事業税交
付金に関すること

③市税、児童福祉費負担金及び利用者負担額、介護保険料、後期高齢者医療保
険料、延滞金等の収入整理並びに督促に関すること

④市税に係る納税督励及び滞納処分に関すること{特別滞納整理室の所管に係
るものを除く)

⑤児童福祉費負担金及び利用者負担額に係る納付督励並びに滞納処分に関す
ること(特別滞納整理室の所管に係るものを除く)

⑥介護保険料に係る納付督励及び滞納処分に関すること(特別滞納整理室の所
管に係るものを除く)

m 後期高齢者医療保険料に係る納付督励及び滞納処分に関すること俳寺別滞納
整理室の所管に係るものを除く)

矧納税貯蓄組合との連絡調整に関すること

⑨市税、児童福祉費負担金及び利用者負担額、介護保険料並びに後期高齢者医
療保険料に係る過誤納金の還付並びに充当に関すること

CO)市税に係る諸証明(資産税課の所管に係るものを除く)の総括に関すること
m)児童福祉費負担金及び利用者負担額に係る諸証明{幼児課の所管に係るも

のを除く)の総括に関すること

Ⅱのり災証明{火災に係るものを除く}に関すること

Ⅱ3}未収金{市税、児童福祉費負担金及び利用者負担額、介護保険料並びに後期
高齢者医療保険料に限る)対策に係る総合的な調整に関すること

Ⅱ4)特別滞納整理室に係る予算の経理に関すること

Ⅱ5)固定資産評価審査委員会との連絡調整に関すること

分

収納課

掌 事 務
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m 市税に係る納税督励及び滞納処分に関すること{収納課の所管に係るものを

除く)

②児童福祉費負担金及び利用者負担額に係る納付督励並びに滞納処分に関す
ること{収納課の所管に係るものを除く}

(3)介護保険料に係る納付督励及び滞納処分に関すること奴納課の所管に係る
ものを除く)

④後期高齢者医療保険料に係る納付督励及び滞納処分に関すること{収納課の
所管に係るものを除く)

伍}他の所管から移管を受けた非強制徴収公債権及び私債権の未収金に係る納
付督励及び強制執行等に関すること

⑥債権管理事務の向上に係る指導、助言、研修等に関すること
{刀債務者情報の利用、'提供及び収集における調整に関すること

⑧未収金対策に係る総合的な調整に関すること(収納課の所管に係るものを除
<)

特別滞納

整理室

、、



課・室

資産税課

m 土地、家屋及び償却資産の評価に関すること

②土地イ家屋及び償却資産に対する固定資産税並びに土地及び家屋に対する都
市計画税の賦課、納期限の延長及び減免に関すること

③国有資産等所在市町村交付金及び国有提供施設等所在市町村助成交付金に
関すること

向特別士地保有税に関すること

⑤固定資産課税台帳等の閲覧、固定資産税に係る証明及び名寄帳等の写しの交
付の総括に関すること

⑥住宅用家屋証明に関すること

分

市民税課

掌
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市民税の賦課、納期限の延長及び減免に関すること

軽自動車税、鉱産税及び事業所税の賦課、納期限の延長及び減免に関するこ

市たぱこ税及び入湯税の賦課、納期限の延長及び課税免除に関すること
市民税の調査に関すること

事

と

務

1
 
2
 
3
 
4



(4)・所管事務の現況等

【財産活用課】

係名等

総務庁舎係 1 部の総括に関すること

2 市有財産の総括に関すること
3 行政財産の目的外使用、用途廃止、所管替等の場合の総合調整及び

財産台帳の調製に関すること
4 庁内の管理、取締り及び清掃に関すること

5 庁舎の補修等の維持管理に関すること
6 総合事務所、地域センター及び職員宿舎の維持補修に関すること
7 電話の配置及び設備保守に関すること

8 エネルギー管理に関すること
9 全国市有物件災害共済会及び自動車損害賠償責任保険の契約に関すること
10 基金(土地開発基金を除く)の管理及び処分に関すること

11 経理事務に関すること
12 部内事務の連絡調整に関すること

13 課内の一般庶務に関すること

内
、

財産'管理係 1 普通財産の貸付、処分及ぴ維持管理に関すること

2 市有墓地の維持管理に関すること
3 市有財産評価委員会に関すること

4 普通財産の取得(土地の取得を除く)に関すること
5 財産区に関すること

【資産経営室】

係名等

」

地区別計画に関すること

公共施設保全計画に関すること

公民連携に関すること

余剰資産の利活用の促進に関すること

内

ノ
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容

容
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【契約検査課 1

係名等

総務係 入札監視委員会に関すること

入札制度の改革に関すること

議会案件に関すること

有資格業者の指名停止に関すること

競争入札参加資格に関すること

優秀工事表彰に関すること

経理事務に関すること

事業所実態調査に閲すること

課内及び検査指導室の一般庶務に関すること

内

工事契約係 1 建設工事及び建設工事に係る業務委託(以下「建設工事等」という)の入札及び
契約に関すること

2 建設工事等の入札参加条件の設定及び業者指名に関すること

3 総合評価一般競争入札審議会に関すること

4 入札及び契約事務の改善に関すること

5 工事発注予定表の作成に関すること

物品契約係 1 業務委託(建設工事に係るものを除く。)及び物品の賃貸借の入札並びに製造
の請負及び物品の購入に係る入札及び契約に関すること

2 入札及び契約事務の改善に関すること

3 業務委託基準に関すること

4 経理及び契約事務の監察に関すること

5 経理事務の適正化の進行管理に関すること

【検査指導室】

係名等

建設工事等の検査及び指導に関すること

現場パトロールによる指導に関すること

検査等の事務処理に関すること

入札及び契約に関する技術的助言に関すること

技術職員の専門研修等、資質向上に関すること

土木設計積算基準・指針に関すること

土木設計積算システムの管理に関すること

内

ーフー

容

1
2
3
4
5
6
7
8
9

容

1
2
3
4
5
6
7



【収納課】

係名等

税制係

・税務全般

1 税務に関する企画及び調整に関すること

2 税務に係る例規案の作成に関すること

3 市税に係る収入見積及び決算に関すること

4 自動車重量譲与税、特別とん譲与税、地方道路譲与税、地方揮発油譲与税、

森林環境譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、

地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、環境性能割交付金及び

法人事業税交付金に関すること

5 税務関係各種協議会に関すること

6 経理事務に関すること

7 課内の一般庶務に関すること

8 固定資産評価審査委員会に関すること

9 公用車の運行管理に関すること

10 り災証明(火災に係るものを除く)に関すること

11 納税貯蓄組合に閏すること

12 滞納整理支援システム及び滞納に関する各種統計に関すること

(分割納付の管理及び欠損処分に関することを含む)

内

収納係

・収入整理

・税務証明

1 市税(国民健康保険税を含む。以下同じ)、保育料、介護保険料及び後期高齢者

医療保険料(以下「市税等」という。)に係る延滞金等の収入整理に関すること

2 市税等に係る督促状の発付に関すること

3 市税等に係る過誤納金の還付及び充当に関すること

4 市税等の口座振替納付に関すること

5 市税等に係る諸証明(資産税課の所管に係るものを除く)の総括に関すること

6 訪問徴収に関すること

徴収1~4係

・滞納整理

(原則として、滞納額カサ0万円未満のものを担当)

1 市税等の紬税督励及ぴ滞納処分に関すること

2 市税等に係る延滞金の減免に関すること

3 市税等に係る納税の猶予に関すること

4 徴収の嘱託及び受託に関すること

5 納付指導員に関すること

」8-

容



【特別滞納整理室】

係名等

・滞納整理

・公

1 市税等の徴収の進行管理に関する企画及ぴ調整に関すること

2 市税等に係る差押え物件の保管及び公売に関すること

3 インターネット公売、タイヤロック及び捜索に関すること

(原則として、滞納額が70万円以上のものを担当)

4 市税等の納税督励及び滞納処分に関すること

5 市税等に係る延滞金の減免に関する二と

6 市税等に係る納税の猶予に関すること

7 徴収の嘱託及び受託に関すること

内

・民事債権 1 他の所管から移管を受けた非強制徴収公債権及び私債権の未収金に係る
納付督励及び強制執行等に関すること

2 債権管理事務の向上に係る指導、助言、研修等に関すること

3 債務者情報の利用、提供及び収集における調整に関すること

4 未収金対策に係る総合的な調整に関すること叫又納課の所管に係るものを除く)

【資産税課】

係名等

償却資産係 コ資産税課に係る収入の調定及び統計に関すること
2 経理事務に関すること

3 国有資産等所在市町村交付金及び国有提供施設等所在市町村助成交付金に
関すること

4 固定資産課税台帳等の閲覧、証明及び名寄帳等の写しの交付に関すること
5 住宅用家屋証明に関すること

6 償却資産の評価に関すること

7 償却資産に対する固定資産税の賦課、納期限の延長及び減免に関すること
8 課内の'一般庶務に関すること

9 課の公用車の運行管理に関すること

内

土地1~2係 1 土地の評価に関すること

2 土地に対する固定資産税及び都市計画税の賦課、納期限の延長及び減免に
関すること

3 特別土地保有税に関すること

家屋1~2係

唄武課

1 家屋の評価に関すること

2 家屋に対する固定資産税及び都市計画税の賦課、納期限の延長及び減免に
関すること
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【市民税課】

係名等

法人市民税係

・賦課

・調定

法人に対する市民税の賦課、納期限の延長及び減免に関すること

法人市民税の調定及び統計に関すること

経理事務に関すること

課内の一般庶務に関すること

未申告、過少申告者等の調査に関すること

諸税係

・賦課

・調定

内

1 軽自動車税及ぴ事業所税の賦課、納期限の延長及び減免に関すること

2 市たぱこ税及び入湯税の賦課、納期限の延長及ぴ課税免除に関すること

3 諸税の調定及ぴ統計に関すること

4 未申告、過少申告者等の調査に関すること

個人課税

1~3係

1 個人に対する市民税(特別徴収・普通徴収)の賦課、納期限の延長及び減免に

関すること

2 個人市民税の調定及び統計に関すること

3 未申告、過少申告者等の調査に関すること
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2 入札制度の概要

(1)長崎市の入札制度

ア制限付一般競争入札の実施

原則として、一定の入札参加資格要件を満たした誰もが入札参加できる
制限付一般競争入札を実施している。

イ電子入札システム

入札参加資格の確認や入札害の提出などを、来庁することなく手続きが
でき、入札業者、市ともに効率化が図れる電子入札システムで実施してい
る。

ウ予定価格の事前公表

入札事務の透明性の向上及び入札者の公正な競争の確保のため、原則と
して予定価格の事前公表をしている。

工最低制限価格の設定

品質確保を目的として、最低制限価格を設定している。

最低制限価格は、最低制限価格率の範囲内で、電子調達システムにより
ランダム係数を用いて算出してぃる。

なお、令和 2年6月1日以降に公告する制限付一般競争入札のうち、建
設工事、建設工事に係る業務委託及び物品調達(建物清掃等)において、予
定価格を事前に公表し最低制限価格を設定するものにつぃては、ランダム
係数の設定方法を見直すことにより、再度入札は実施しないようにしてぃ
る。

建設工事

建設工事に係る業務委託

オ市内業者優先

建設工事、建設工事に係る業務委託、その他契約(物品購入の案件及び物
品借入れ(借入れ物品に係る保守業務を含まないもの)の案件を除く。)
において、原則として市内又は認定市内としての登録がある者を入札参加
の対象としている。

市内及び認定市内の業者では施工(履行)が困難な場合や競争性が確保
できないときに、準市内業者や市外業者へ対隷を拡大している。

その他の業務委託(物品調達等)

区 分

力資本関係及び人的関係のある者の同一入札への参加制限
制限付一般競争入札において、資本関係及び人的関係のある者が同一入

札に参加することを制限している。
や

最低制限価格率の範囲(%)

91.00~ 93.00

82.00~84.00

舗.00~87.00
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キ建設工事における入札

(ア)共同企業体(JV)方式の採用

大規模で難易度の高い建設工事の確実で円滑な施行を図るため共同

企業体方式を採用している。

共同企業体 UV)構成員数

構成員数

(イ)総合事務所の区域ごとでの入札の実施

緊急時の対応が円滑に行えるよう地域に精通した建設業者の育成を
図るため、総合事務所の区域ごとでの入札を実施している。

2者

3者

予定価格

3億円以上 6億円未満

土木・設備工事

(ウ)工事成績を入札参加条件とする制限付一般競争入札の実施

一定の工事成績点以上の実績を入札参加条件とすることで、優良工

事の施工を促し、工事品質の向上を図っている。

6億円以上

-12-

(エ)総合評価一般競争入札の実施

品質を高めるため、価格以外の要素を含め,て総合的に評価して落札

者を決定する入札方式を実施している。

なお、平成 31年4月から、規模の大きな工事を対象に技術提案を評
価の対象に加えるなど、評価方法等の見直しを行っている。

予定価格

4億円以上8億円未満

(2)受注機会の確保の取組み

建築工事

8億円以上

ア建設工事における総合数値に基づいた発注

完工高や技術職員数などを基に算出された業者の「総合数値」1こ応じて、

入札参加できる工事金額帯を設定している。

※P21 【参考】 3 入札・契約制度関係資料(9)「制限付一般競争入札発注基準」参照

イ落札制限の設定

制限付一般競争入札においては、受注の偏りを防ぐために、原則として

次の制限を設けている。

【件数制限】

(ア)同日落札制限

同じ日に開札される案件では、1業者 1件までの落札と制限している。

(イ)年度内落札制限

・建設工事は 1業者 6件まで(7件目がJV案件であれば落札可能)

・物品調達等(パソコン・サーバーの購入又は借入れにおいて予定価

格が 2,000 万円以上の案件)は、発注件数に応じて落札制限を設け

ている。



【期間制限】

(ウ) 10日前落札制限

建設工事に係る業務委託にっいては、落札後 10日間に開札する案件
の入札を制限している。

(エ)落札後 1 力月制限

'落札価格が 1 億 5 千万円以上の建設工事は、落札後 1 力月間に開札
する案件の入札をすべて制限している。

落札制限一覧

区分

①建設工事

②建設工事に係る

業務委託

③物品調達等

同日

落札制限

ウ施工時期の平準化

建設工事において、早期発注の促進、債務負担行為などの活用により、
安定的な受注機会の確保を図っている。

工余裕期間制度の活用

令和3年度から、建設工事の繁忙期において、受注者の円滑な工事施工
体制の確保を図るため、工事着手前に労働者の確保や建設資材の調達を行
うことができる余裕期間を設定した工事の発注を行っている。

件数制限

0

年度内

落札制限

0

0

0

10日前

落札制限

期問制限

0

落札後1力月

制限

0

0

-13-



〔参考〕

3 入札・契約制度関係資料

(1)令和4年度有資格業者数一覧表

ア建設工事(業者実数)

令和4年度
(割ム)

区分

令和3年度
(割口)

増減'

<工種内訳>(延ぺ数)

市内海定市向準市内市外

土木一式
建築一式
大工
左官
とび・土工・コンウ1jート

石

屋キ

タイルレンが・フ'ロッウ

鋼構造物

しゅんせつ

反金
、ラス

方水

内装仕上
機械器具設置
.ニ;、 縁
電気通信

井

水道施設

消防施設
清掃施設
解体工事

6181 4 591 5871

(48.フ%) 1 伯.鰐) 1 {4.フ%} 1 【46.3%) 1
71 一△71 △ 31

工種

41 521 邪41
3%) 1 (4.1%) 1 【46.2%) 1

刷

3091

153,

21

【0,眺}

ぎ十

1,265

Ⅱ 00%}

※前年同日比(令和4年5月1日現在)

建設工事に、係る業務委託(業者実数)イ

61
16

1.268

Ⅱ 00%}

△3

1,671

1,6721
△ 11

時計・写真
旦曽答;品
不用品

農林・水産物
賃貸借

業務委託
小規模修繕

124

肌)

開

令和4年度
(割合)

区分

合計

6鮖

665

30.

令和3年度
(割合)

増減

218
136

5.

乞

151

5

178

141

8

認

61

19

16'
14^

計

<業種内訳>(延べ数)

231

市内

準市内市外

, 82

1 {17.4%】 1

【1

測量
士木コンサルタント

建築コンサルタント
地質調査

補償コンサルタント

業種

認定市内

41 '

U

巧

701

1871

16il

、6司、、

18

【0,肌}

31

脇1

(0.2%)Ⅱ7.筋ト

△ 11

._"毛 1

【0.2%) 1

242

【10.2%)

1,037

1,040

△3

01 31

12,

凖市内1 市外 1

7可 2血
、を引?0五
71 24

131
13 }
291

市内,.
3年度14年度1' 1
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561

Π 1.9%) 1

1 四・・・胆
..5τ
18&

107

229

4翻
1641

1 市内'
13卑度14年度

253

00.8幻

△ 11、

合計

'

661

Π 4.帆) 1

△ 10

4年度(227業種) 1 5,0871
3年度(227業種)' 5,1461

増減 1△591

3321

170.乳) 1

1

141
47i

合計

令和4年度
令和3年度

増減

ウ

14年度
13年度
1 増減

3211

佑8.?%)

11

1,0四
(42.フ%)

※1業者当たりの登録工種数は、 5工種(全ての工種につ
いて完成工事高がある場合には7工種)以内までとする。

升

471

Π 00%)

8 24

3 179

祠・・
認 361

部 306

,ル_匝49 167

テ可 2而

"".運題、、、,、、回
箔防;磊灸、二保要夏卜「04

看板・旗・のぼり 161
厨房・ガス器具等1 1401

品等(業者実数)

暑11,'

152

256

a
290

308

424

1_6.§
369

200

市内

471

(100%)

準市内市外

956

(40.フ%)

郭

き十

令和4年度
(割合)

区分

8!

」^^

1,部0

ル■i烈
1 181

2,3腿

{100%}

1 18

令和3年度
(割合)
増減

-1

△

<業種内訳>(延べ数)

ーー 1-

2,351

(100%)
12

119

242

185

舶

641

市内 認定市内

日用品

被服

に'1_燃料
印鼎上図書 ,201,

車両,船舶
医療・理化学機器1
、'ロ、 、" 1

戈房亘;一事務機器1
^^^^^^

保育・教育用品 1

1,091

,【46' 2%)

140

164
△ 24
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175
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1 16

計
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(2)建設工事契約実績(年度別)調

ア令和元・令和2・令和3年度契約実績

令和元年度
(割合)

区分

件数金額(千円)

636 27,516,乃5
市内業者

95.4% 69,1%

0
認定市内業者

0.眺 0.眺

4 110,437
準市内業者

0.腿 0.3%

27 12,190,491
市外業者

4.0% 30.腿

667 39,817,663
合計

10眺 10眺

※共同企業体に係る工扇について
①件数 共同企業体数を構成員数で計
②金額 共同企業体の摘成員の出資比率で振分

イ過去10年間における契約実績の推移

(億円)

300

、ノ
ず、

→←認定市内業者

契約件数

100

ノ

準市内業者契

約件数

令和2年度
(割合)

件数金額(千円)

696 ?0,112,794

96.脇 94.2%

108,フ78

0.3% 0.鶚

19,545

0.伐 0.1%

20 1,11?,658

2.脇 5.2%

719 21,353,フ75

10眺 10眺

0

市外業者契

約件数

令和3年度
(割合)

金額(千円)

19,645,882

92.暁

286,491

1.4%

61,221

0.3%

1,164,559

5.腿

21.158,巧3

10眺

250

件数

682

96.鶚

0.4%

0.4%

19

2.フ%

707

10眺

200

(件)

900

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 R元年度 R2年度 R3年度

800

凡例

r^市内業者

契約金額

700
r^認定市内業者

契約金額

600

500

r「準市内業者契

約金額

400

r^市外業者契
約金額

.

300
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市内業者

契約件数

200



(3)建設工事入札種別落札率(年度別)調

入札方法

限付
争入

指名競争入札

160

件

年度

請負金額(千円)

門、

落

件

数

請負金額(千円)

札

随

令和元年度

落

・十

率

件

数

請負金額(千円)

札

契約

38,762,339

落

608

件

数

札

請負金額(千円)

※件数は契約締結件数

(4)建設工事に係る業務委託入札種別落札率(年度別)調

91.60%

令和2年度

決

・十

件

数

定

20,578,158

38,762β39

請負金額(千円)

682

落
(決

608

率

入札方法

9323%

令和3年度

91.60%

札.率
定率)

数

限付
争入

1,055β24

41

20,189,444

20,578,158

指名競争入札

97.17%

663

87.12%

682

39β17,663

件

649

93.46%

年度

93.23%

請負金額(千円)

/1、

落

91、95%

フ75,617

25

件

20,189,444

請負金額(千円)

数

札

97.13%

随

令和元年度

663

落

21,353,フ75

計

率

件

707

93.46%

請負金額(千円)

数

札

契約

9337%

落

968,709

1,613,353

33

率

164

件

9556%

数

札

請負金額(千円)

84,98%

※件数は契約締結件数

令和2年度

21,巧8,153

決

696

率

・十

件

数

定

93、55%

請負金額(千円)

1,780,145

1,613β53

落
(決

157

164

86.62%

84.98%

令和3年度

札率
定率)

数

65,758

3

1,364β19

98.12%

1,780,145

154

157

1,679,1 1 1

167

86.81%

8662%

8522%

108,905

2

99.85%

1β64β19

154

1β89,050

159

86.81%

-16-

86.79%

268,542

6

95.07%

1,633β61

率

率

Ⅱ
堂
兄

意

合

1
立
兄

意

合

般
札

旦
L



(5)物品調達等入札種別落札率(年度別)調

ア制限付一般競争入札

業務委託

区分

製造の

物

年度

契約金額(千円)

口
口n

負

物

購

契約金額(千円)

口
ロロ

札

数

入

借

令和元年度

※不調随契を含む

イ指名競争入札

.

契約金額(千円)

札

入 契約金額(千円)

12,562,フ75

札

406

業務委託

区分

契約金額(千円)

85,82%

札

令和2年度

製造の請負

札

1,466,060

285

3,831β80

物

79.06%

317

年度

契約金額(千円)

554,083

口
ロロ

8556%

87

物

令和3年度

63,08%

14占82,919

購入

78,651

33

契約金額(千円)

口
ロロ

札

82.08%

フ78

1,935,001

8076%

借

269

令和元年度

5,843,142

契約金額(千円)

札

ウ随意契約(随意契約限度額を超えるもの)

79.54%

329

入

423,384

86.21%

96

契約金額(千円)

189,909

札

67.29%

・十

6,268,916

38

16,290

業務委託

89.47%

715

区分

1,498,328

5

契約金額(千円)

95.97%

札

81.33%

215

令和2年度

製造の請負

78.68%

395,602

札

55

物

68.64%

フ,926,983

率

16β81

年度

契約金額(千円)

637

口
ロロ

5

物

91.15%

8193%

購

令和3年度

契約金額(千円)

札

16,290

入

数

5

借

令和元年度

95.97%

契約金額(千円)

札

入

24,790

6

9581%

契約金額(千円)

札

5,482,398

斗

680

16,881

契約金額(千円)

96.07%

5

札

91.15%

令和2年度

札

625,289

8,496,831

17

9934%

699

24,790

49,946

95.47%

6

37

95.81%

令和3年度

9521%

6,朽7,634

24,848

3

96.21%

734

1,030,171

-17ー

96.1 1%

8,914,992

34

97.78%

717

61β69

94.58%

35

96.97%

9,613,719

フ71

170β57

95.65%

30

95.96%

88,307

36

96.44%

9,174,156

783

94.72%

率

数

率

件

数

落

率

件

数

落

率

件

数

請

落

率

件

落

件

落

数

計

率

数

率

件

数

合

落

率

件

数

落

率

件

数

落

件

落

件

落

率

数

率

件

数

合

落

率

件

数

落

率

件

数

落

率

件

落

件

落

品

合



⑥令和3年度建設工事等工種別・入札種別落札率

区分 工種名称

土木一式

建築一式

大工

左官

制限付一般

とび・土工・コンクリート

件数

石

朽5

屋根

落札率

58

94.10%

゛=

指名競争

94.67%

件数

タイル・れんが・プロック

74

建

鋼構造物

落札率

鉄筋

船.59%

-J亀,

百又

ほ玉

全体【随契除く)

袷

しゅんせつ

件数

92.41 %

39

板金

工

92.フフ%

155

ガラス

落札率

93.00%

58

事

塗装

92.09%

94.10%

防水

96.04%

42

94.67%

内装仕上

随意契約

件数

74

機械器具設置

93.19%

熱絶縁

10

92.34%

落札率

93.59%

電気通信

24

袷

造園

93.7腿

N

92.41 %

胸

さく井

g9.35%

g2.41%

92,フフ%

建具

4

件数

g2.50%

4

31

93,00%

水道施設

全体

165

94.23%

92.09%

消防施設

落札(決定)率

96.43%

92.27%

59

96.叫%

42

清掃施設

8

部

解体

94.03%

93.19%

98.90%

94.08%

ノ」、

ノ

92.27%

袷

92.34%

94.74%

92.74%

75

測量

24

92.卵%

計

土木関係建設
コンサルタント

24

4

93.89%

80

g2; 41%

93.74%

建築関係設
コンサルタント

4

91.70%

諦

巧

92.50%

31

663

94.23%

地質調査

92.41%

92.27%

92,27%

補償関係
コンサルタント

g2,92%

93,4肌

12

部

脇,00%

ノ」、

42

94,03%

78

92.四%

胎,24%

92,27%

96.叫%

18

巧

総

87.36%

92.74%

乃

計

19

92.65%

胎.32%

飾.61%

4

胎.19%

24

93.8眺

計

訂

92.34%

部.42%

24

91.70%

154

15

98.84%

663

85,97%

4

46

92,27%

817

86.81%

92,41 %

' 93.4眺

12

92.50%

92.20%

78

94,23%

認,24%

部

93,36%

18

87.36%

33

19

94.56%

朋.32%

乃

27

飾.56%

92.27%

船.42%

154

4

92.74%

85.97%

92.65%

15

817

93.8眺

86.81%

94.81%

696

91.70%

94.08%

92.20%

12

98.54%

92.27%

即

93.55%

区圧回

-18-

21

飾,07%

訟.24%

即

87.54%

訂

89.14%

160

84.18%

856

85.97%

87.12%

92,35%

電気

建
設
工
事
に
係
る
業
務
委
託



(フ)令和3年度建設工事等工種(業ネ動別成績平均点

建設工事

土木一式

建築一式

大工

工種

左官

とび・土工・コンクリート

石

屋根

位=

タイル・れんが・ブロック

鋼構造物

鉄"カ

評定対象件数

ほ装

しゅんせつ

板金

ガラス

塗装

防水

164

内装仕上

機械器具設置

50

熱絶縁

電気通信

成績平均点

造園

92

さく井

建具

3

水道施設

74

消防施設

35

清掃施設

79.5

解体

78.フ

40

建設工事に係る業務委託

78.4

全

測量

78.3

土木コンサルタント

体

26

80.3

建築コンサルタント

26

79.1

業種

地質調査

800

4

補償コンサルタント

42

790

評定対象業務の集計信妾計業務等;委託費130万円以上、補償業務:委託費50万円以上)

標準点(合格点)は、建設工事70点、業務委託卵点

※前ページ(6)の件数は契約時点であり、(フ)は検査時点のため、相違している。

79.0

7

26

79.0

全

80.0

3

体

78

782

評定対象件数

792

6

80.0

18

79.4

699

797

793

82.0

81.3

12

80

79.フ

22

80.0

成績平均点

22

25

80,9

161

-19-

793

766

753

73.4

75.4

75.2

75.1

電気



(8)建設工事における入札・契約事務の流れ

区亙^

③競争入札参加資格審査申請

④業者認定通知

⑤公告(入札参加者募集)

(5年に1回)

⑥入札参加資格確認

-J・

⑦確認通知

(概ね毎年)
^

⑧入

(概ね毎年)

/ 区匝1至]

総合評定値の通知

⑨開

^

札

⑩落札者決定

発注者別評価点の決定柱)

札

⑪契

き

⑫着

約

⑬完

⑭検

工

G主):「発注者別評価点」は、業者の施工能力や社会貢献等を本市独自に評価した点数

入札参加できる工事金額帯は、業者の評価点である総合数値(総合評定値+発注者別評価点)により定まる

成

⑮工事成績評定

査

⑯請負代金支払

-20】

①建設業許

②経営事項審査

一

長
崎
市
で
の
手
続

0

・
国
・
県
で
の
手
続
き

査審格資



(9)制限付一般競争入札発注基準

土木一式
工事

9000 加

5000 "

3100 万叩
、

2500 万円少
P2000 "

1000 万.. P

建築一式
工事

とび・土工・
コンリート

工事

発)予

、

9000

2000

1100

(込

9000

5000

3100

2500

2000

1000

電
工事

3000

1000

500

3500

1300

700

令和4年4月1日公告から適用
、

園 L

塗装
事

1000

920

820

750

700

630

9000

2000

1100

2100

800

830 悉釜凋
790 需謡摺
720 需器摺

、

3000

1000

500

3800

2000 万

,

1000

840

710

2000

900

3500

1300

700

工

1000

920

820

750

700

、

蚕●
書凋
爵謂

爵摺
,=爵凋

謡
需溜,

釜凋
,閉需

爵澄
爵橿

3500

1700

フ70

720

670

爵橿
蓋凋

悉書凋
雷摺

需爵摺

2100

800

フ70 霜爵摺

2000

900

工

740 需蚕圏

3800

2000

850

フ70

640

1000

840

解体工事

5500

3200 万
2200

1000

2000

900

需蓋凋
爵澗吊

5700 、

1500 880 霜雷掴
キ

発;は原則として地域区分力市内又は・市内としての登力 とる。

上記に記載のない工種にっいては、公告日現在の名簿において、その工種に係る登録がある者とする。
施工実績登録等により、この基準によって、参加業者を確保できないことが明らかな場合は上位ランクを含めて発注する。
この基準は一般的なものであり、この基準によらない場合もある。
この基準は年度途中で変更する場合もある。

※1

※2

※3

※4

※5

P

P上

フ70

720

フ70

720

3500

1700

700

660

5700

1500 万

850

フ70

曝

2000

900

720

660

爵凋
需爵摺

880

フ75

5500

3200

2200

1000

フ70

680

刀0 需爵摺

、

700 烹爵摺

、

740

680

、

720 需需掴

、

P

P上

上
上
上
上
上

P
P
P
P
P
P

機
設

、

、

上
上

P
P
P

万
万
万
万

上
上

P
P
P

、
諭
脚
湿
繍

、

上
上
上
上
上
上

P
P
P

上
上
上
上
上

闘
円

Ⅱ
Ⅱ
亜
闇

P
P

、

上
上
上
上

以
P
P
 
レ
P
P

円
円

万
万
万
万
万
万

P
P
 
P
P

、

P
P

上
上
上

P
P
P
 
P
P

円
円

万
万
万
万

=
"
■
Ⅱ
盛
閉

上
上
上

P
P
P
P

0
0
 
0
 
0

3
9
2
6

8
 
7
 
7
 
6

上
上
上

P
P

P
P

P
P

管
工

万
万

上
上
上
上
上

P
P
 
P
P
P
P
 
P
P

防
工



(10)建設工事競争入札の発注件数及び不調件数

H29年度

発注

不調

H30年度

発注

不調

R元年度

18

発注

不調

8月1 9月

R2年度

15

38

発注

不調

663

126

10月11月.12月

R3年度

合計

0

576

43

113

発注

不調

9

(11)地区別発注実績件数(H30年度から実施)

15

3

23

56

7

南
総合事務所

1月2月

1 15

65

8

12

11 63

608

86

9

H30年度

3月

24 179

15

7

R元年度

14

合計

中央
総合事務所

115

北
総合事務所

23

R2年度

-22-

5

4↑

R3年度

708

42

682

袷

19

68

※発注実績件数は、入札不調を除き、隣接区域の加算を含む。

(工種・ランクによって業者数が少ない場合は、隣接区域を含め発注)

東
総合事務所

4月5月 i6月7月

2

55

2

6779

Ⅱ
 
26

57

0

02

35

0

76

5
 
0

5
 
1

松
、
ー

9
 
3

6

1
 
0

2

乃
 
3

9
 
1

1

8
 
4

5

9
 
3

7

2
 
0

2

飾
 
3

4
 
,
 
0

2

4
 
1

5

釣
 
6

5
 
3

9

4
 
5

6

8
 
6

5

認
 
5

卵
 
7

能
 
7

叫
 
4

1
 
6

フ
ー

冊
 
3

花
 
8

朽
8

4
 
1

8
 
1

船
5

5
 
7

9
 
3

0
 
7

9
 
0

4

船
松

卯
叫

フ
フ

フ
ー

即
円

4
 
6

6
 
1

怜
 
6

玲
 
1

6
 
7

8
 
2

1
 
9

5
 
、
ー

3
 
1

2

3
 
3

6
 
2

訟
 
2

6
 
0

3

3
 
6

8
 
2

闘
 
6

帖
 
7

7
 
2

3



(12)工事の施工時期の平準化に係る取組実績

月別工事稼働件数

500

450

400

350

300

鴻0

ぎ川

150

砥0

50

0

令和3年度

ι

工事閑散期

4月

120

ー'!

2

ム

/金ブ七

345

373

長崎市の平準化目標と実績

140

目標値

平成30年度

168

251

令和2年度

8月

244

ユフ6

343

9月

ユE4

170

年度

10月

342

平成30年度
(平準化取組前)

-23-

五

11jl

378

450

458

令和2年度
(取組開始)

1ユ月

'.工0

467

469

令和3年度

年度平均

1月

4」」

475

475

200

470

453

稼働件数

3月

296

439

415

280

4月~6月平均

実績

稼
働
件
数

咋
取
座
蜘
疫

開

ヨ
北

平
岼
和
瞰
和

+
一
+
一t

わ

蜘
鄭

明
山

瑛
如

朗
m

川
如

明
池

出
劾

師
m

窈
Ⅷ

明
栃



'

'

(13)入札制度の変遷

改革項
年度

ア入札方式

イ入札方法

【建設工事に係る業務委託】
・制限付一般競争入札の本格実施[H21年4月1

ウ予定価格

・電子調達システムの導入[H22年4月]

平成21年度~平成22年度

土木関係
85.00~8699%[H21年4月]
87.00~能.99%[H21年6月]

建築関係
87,00~卵.99%〔H21年4月]

建設工事(土木・建築関係を一本化)
船.00~90.00%〔H23年1月]

建設工事に係る業務委託
70.00~7499%[H21年4月]
74.00~76.00%[H23年1月]

工

最低制
限価格

率

設定
方法

・有資格業者の発注者別評価点の見直し
(技術職員数の配点変更、安全対策項目等の追加)
[H21年5月]

オ
不良不適格
業者の対策

-24-

平成23年度~平成24年度

・入札成立要件の見直し(1者参加成立)[H21年4月]
・制限付一般齢争入札発注基準の公表[H21年5月]
,工事費内訳喜(2,000万円超)の見直し[H21年5月]
・前金払制度及び中間前金払制度の要件緩和
(50万円以上対象(前金払及び中問前金払)、工期撤廃(前金払))
[H21年6月]

・同一代表者等による同時入札参加の制限["22年4月]
・総合数値の公表[H22年4月]
・工事費内訳喜の見直し(2,000万円以下への拡大)
[H22年4月]力

その他の
見直し

・入札額の合計を一定の數(201と100)で害1リ、その端数で最低制限価
格率を設定する方式の導入[H23年8月]

・事業所実態調査専従職員の配置[H23年4月]
・有資格業者の発注者男11評価点の見直し(エコアケ泊ン21認証・登録、ー
般事業主行動計画の追加)[H部年10月]
・長崎県警察と『長崎市各種契約等における暴力団等の排除に関する
協定』締結[H24年2月]
・工事成績不良による指名停止の強化[H24年4月]
・雇用環境報告書の提出[H24年5月]

平成25年度~平成29年度

キ物品製造等

建設工事
舶.00~91.00%fH26年4月]

建設工事に係る業務委託
8000~詑.00%[H26年4月]

・障害者雇用推進事業者の登録制度導入[H21年4月]
・最低制限価格率の変更(73.00%)["21年10月]
・制限付一般競争入札の本格実施〔"22年4月]
'電子調達システムの導入〔H22年4月]
・最低制限価格率の変更(85,00%)〔H23年1月]

・前金払制度及び中間前金払制度の支払限度額の撤廃[H23年4月]
・部分払適用工事の見直し[H23年4月]
,10日前落札制限の試行的緩和(除外)[H23年4月~H24年3月]
・元請・下請関係適正化指導要綱の制定[H24年12月]

総合評価方式の本格実施[H31年4月]

・工事成績を参加条件とする制限付一般競争入札の成績点見直し'
[H25年5助
・建設工事に係る業務委託の成績評定の導入[H26年4月]
・建設工事・建設工事に係る業務委託の成績公表[H26年4月]
・有資格業者の発注者別評価点の見直し(消防団活動・
障害者就労施設等からの物品調達等の追加、技術職員の加点上限

変更、障害者雇用の加点増)[H26年4月]
・建設工事入札参加者への社会保険加入義務化[H26年10月]
・「塗装」又はT防水」の工種で発注する建設工事の入札における完成
工事高の割合による入札参加条件の設定[H28年9月]

建設工事
91.00~9300%[R2年1月]

建設工事に係る業務委託
詑.00~84.00%[R2年1月]

平成30与度~

・物品購入事務の一元化(上下水道局)[H23年4月]
・電子調達システムによるオープンカウンタ(公開見積)の導入[H23年
7月]
・物品購入事務の一元化(教育委員会)[H24年4月]
・雇用環境報告書の提出[H24年5月]
・「その他業務委託」における予定価格の事前公表の導入[H24年10
月]

・公共工事設計労務単価の特例措置[H25年4月],
・市内を2地域に区分した制限付一般競争入札の実施["25年7月1~
H30年3月]
・インフレスライド条項・特例措置の適用[H26年2月、H27年2月、H28年
2月、 H29年3月、 H30年3月]

・現場代理人の常駐緩和[H26年11月] 1
・建設工事の10日前落札制限の廃止及び年間落札制限回数(4回から
6回へ)の緩和[H26年12月]
・建設工事の工種に解体工事を追加[H28年6月]

・最低制限価格率の範囲内で、電子調達システムによりランダム係数
を用いて設定[H30年4月]
・ランダム係数の設定方法の変更(再度入札の一部廃止)[R2年6月]

・認定市内業者の追加等地域区分の見直し[R1年11月]
・系列関係にある会社等の同一入札への参加制限[R1年10月]
・社会保険未加入業者の1次下請を禁止する見直しfR2年4月]
・有資格業者の発注者別評価点の見直し(個人住民税特別徴収実施
の廃止)[R3年4月]
・有資格業者の要件に個人住民税特別徴収を追加[R3年4月]
・建設工事の請負契約における下請代金等朱払い業者に対する取扱
いの見直し[R3年1月]

・専門検査職員による業務委託の検査[H25年7月]
・障害者雇用認定事業者への優先発注導入[H26年1月]
・パソコン等の年間落札制限設定[H26年4月]
・障害者雇用認定事業者への優先発注拡充(認定要件緩和、
申請随時受付、発注対象拡大)[H27年1月]

・オープンカウンタ全面実施(物品購入全業種)[H27年1月]
・障害者雇用認定事業者への優先発注拡充(発注対象拡大)[H28年4
別

・総合事務所の区域ごとの制限付一般競争入札の実施[H30年4月]
・1億5千万円以上の工事案件の落札制限を土木系と建築系の工種を
考慮した制限に見直し[H30年4月]
・特定建設工事共同企業体WV)の発注金額の見直し〔H30年4月]
・インフレスライド条項・特例措置の適用[H31年3月、R2年3月、R3年3
月、 R4年3月]
・建設工事における落札後3力月・5力月問の落糺制限の廃止及び年間
落札制限の見直し(JV案件に限り7回まで可)[H31年4月]
・災害応急対応協力事業者登録制度の導入[R3年4月]
・建設工事における工事開始前の余裕期問制度の導入[R3年4月]
・現場代理人の常駐緩和(災害復旧工事を含む場合に限兜工事から3
工事に拡大)[R3年10月]
・週休2日工事の導入[R4年3月]

・最低制限価格率の範囲内で、電子調達システムによりランダム係数
を用いて設定(事前に予定価格を公表する案件)〔"30年4月]
・ランダム係数の設定方法の変更(再度入札の一部廃止)[陀年6月〕
・認定市内業者の追加等地域区分の見直し[R1年1・1月]
・系列関係にある会社等の同一入札への参加制邦則R1年10月]
・有資格業者の要件に個人住民税特別徴収を追加[R3年4月]

建
設
工
事
等
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〔参考〕 4 市税の基礎等

税

市民税

目 賦課期日

1月1日

課税客休

個 人 〔均等割と所得割〕
市内に住所を有する個人

納税義務者

^ 覧表

〔均等割のみ〕
市内に事務所、事業所又は家屋敷を有

する個人で、市内に住所を有Lない者

法

固定資産税

人 〔均等割と法人税割〕
市内に事務所又は事業所を有する法

人

〔均等割のみ〕
市内に寮等を有する法人で、市内に事

務所又は事業所を有しないもの

〔法人税割のみ〕
法人課税信託の引受けを行うことにより

法人税を課される個人で市内に事務所又
は事業所を有するもの

課税標準

1月1日

所得割
前年の所得について算定し

た総所得金額、退職所得金額
(分雛課税に係る分を除く)及
び山林所得金額

土地

家屋

償却資産

軽自動車税
(環境性能

害ID

(令和4年4月1日現在)

-25-

均等割(標準税率)
3.500円

※平成26~令和5年度の
間、地域の肪災に役立てる
ため500円が加算される。

所得割(標準税率)
6%

当該固定資産の所有者

税

軽自動車税
(種別割)

.率

法人税割
法人税額

(一定税率)
〔一般銘柄〕〔特定銘柄〕
1,000本につき6,552円

三輪以上
の軽自動
車

4月1日

当該軽自動車の取得者

原動機付
自転車

均等割(標準税率)
5万円~300万円までの

9段階

法人税害IK制限税率)
令和元年10月1日以降に開
始する事業年度
ー[8.4%]

平成26年10月1日以降令和
元年9月30日までに開始す
る事業年度
ー〔12.1幻

土地又は家屋
基準年度の価格又は基準年

度の価格に比準する価格

償却資産
賦課期日における価格

※免税点
地 30万円土

家 屋 20万円
償却資産 150万円

1.4%

3%

当該軽自動車等の所有者

^'、

自動車

市たぱこ税

i

小型特殊
自動車

(標準税率)

軽自動車の取得価額

※免税点 50万円

二輪の小
型自動車

特別土地
保有税

小売販売
業者に売り
渡した
製造たぱこ

1.4%

1台につき

製造たぱこの製造者
特定販亮業者
卸売販売業者

保有

取得

(標準税率)
非課税~2%

地

(標準税率)

原動機付自転車
50CC以下 2,000円

90CC以下 2.000円

125C0以下 2,400円
ミニカー 3,700円

軽二輪 3β00円

軽自動車(3輪、騨制
1.000円~ 12,900円

小型特殊自動車
農耕用 2'400円
その他 5900円

二輪の小型自動車
6,000円

土地の所有者又は取得者

※平成15年度から新規課税
停止

売り}度し本数

士地の取得価額

※免税点(基準面積)
5.ooorΥ1

、
土

軽
軽



税

入湯税

目 賦課期日 課税客体

鉱泉浴場
における入

湯行為

鉱泉浴場における入湯客
(鉱泉浴場経営者が特別徴収)

※課税免除
・年齢12歳未満の者
・市内に居住する年齢65歳
以上の者

・障害者
・原爆被爆者
・修学旅行客
・共同浴場等の入湯者
・災害の被災者のうち必要と
認められる者

納税義務者

事業所税 事務所又
は事業所
において、

法人もしく
は個人の
行う事業

都市計画税

課税標準

入湯客数

事業所等において、事業を行う者

1月1日

憶円

100.0

市街化区

域内の土
地,家屋

(標準税率)
1人1日につき 150円

ただし、日帰りの場合は1
人1日につき 30円

税 率

当該固定資産の所有者

資産割
算定期間の末白における事

業所床面積

従業者割
算定期問中に事業所等の従

業者に支払われた従業者給与
総額

※免税点
資産割 1'000市以下
従業者寄Π00人以下

80.0

.

.ーーー".

92.8 93・8

市税の徴収率及び収入未済額

60.0

゛

40.0

(一定税率)

資産割
Irr1につき 600円

41.4

固定資産税(土地・家屋)の課
税標準

※固定資産税が免税点未満の
ものは対象外

20.0

従業者割
給与総額の0.25%

41.5

、

."'」_._0゛^,.^^,ぐコ、.^ーー」"^'゛■一昌^

ー・'ー,ー'ーー 96.6 97,0 97.3 97.5 97.5 96.8
叫.8鮖'フ(97.6)

40.0

0"0

35.6

(制限税率)

収納率向上の取り組み
H21・徴収一元化

・特別滞納整理室の創設
H23・納付お知らせセンターの設置
H25・ペイジーロ座振替受付サービスの開始
R2・キャッシュレス決済(スマートフォン)の開始

31.5

0.3%

1

徴収率(%)

100

悶口収入未済額

ーー徴収率(全体)

90

時事案件
H20・リーマンシヨツク

H23・東日本大震災

R2・新型コロナウイルスの蔓延
一徴収猶予の特例実施

※0内徴収率は、徴収猶予除く

80

-26-
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